別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：労政費
	事業名: 経済変動対策緊急生活資金貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　労働企画担当　

電話番号058-272-1111（内3124）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


要求額：8,495千円（前年度予算額：9,732千円）

	事業内容


	１　事業の内容


○事業目的　  
　急激な経済変動の影響により、勤務先の事情によって離職したり、収入が著しく減少した勤労者に対する低利な緊急生活資金融資制度として、平成２０年度１２月補正予算において創設された。
○事業内容・事業効果　
　県が東海労働金庫に対し無利子による預託を行うことで、東海労働金庫が勤労者への融資を行う際の利子を軽減する効果がある。

　ア　預託条件
　　　預託金額　　　8,495千円
      預託利率　　　0.0％／年（預託期間：１年）
      協調倍率　　　1.5倍
  イ　融資条件
　　　融資限度額　　一世帯当たり100万円　
      返済期間　　　10年以内
      融資利率　　　年1.50％（23年度、固定金利）
      返済方法　　　毎月返済もしくはボーナス併用返済
　　　融資枠　　　　12,743千円（継続7,743千円、新規5,000千円）
	２　所要経費


　　預託金　8,495千円（継続分　5,162千円、新規分　3,333千円）
	これまでの取組と成果

	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況

	
	

	　　　   
	年　度
	20年度
	21年度
	22年度
	23年度
	

	
	新規件数
金額
	     14
 13,200
	      5
  4,300
	      0
      0
	      0
      0
	

	
	償還金額
	     33
	  3,622
	  2,733
	  1,123
	

	
	残高件数
金額
	     14
 13,167
	     18
 13,845
	     17
 11,112
	     16
  9,989
	

	
	　　　　　　　　　     （20年度は4か月間、23年度は7月現在）


	３　これまでの取組に対する評価


　前年度から新規借入がない状態であるが、東日本大震災や円高といった要因により引き続き厳しい経済・雇用情勢が続いており、離職や大幅な収入減に見舞われた勤労者のためのセーフティーネットとして、低利な緊急生活資金貸付制度は継続が必要である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	9,732
	
	
	
	
	
	9,732
	
	

	要求額
	8,495
	
	
	
	
	
	8,495
	
	

	決定額
	8,495
	
	
	
	
	
	8,495
	
	


